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東北大学学際科学フロンティア研究所における人文・社会科学と	

自然科学の連携支援活動の現状と将来展望	

	
○藤村維子、才田淳治、鈴木一行、佐藤正明（東北大学学際科学フロンティア研究所）	

	

	
東北大学学際科学フロンティア研究所(The	Frontier	Research	Institute	for	Interdisciplinary	

Sciences	:FRIS)では、「異分野融合による学際的研究を開拓し、及び推進する」とともに、「各研究科、

各附置研究所及び学際高等研究教育院との連携を通じて若手研究者の研究を支援することにより、新た

な知と価値を創出し、より豊かな人類社会の発展に貢献する」ことを目的に活動を続けている。本報告

では研究所における諸活動を紹介し、関係者によるアンケート調査と結果の分析から、特に人文・社会

科学と自然科学の連携支援の現状、課題ならびに今後の展望について考察する。	

	

１、はじめに	

	 異分野融合あるいは学際研究の重要性が指摘

され続けている。その理由には、現在でも国際社

会では、地球温暖化、食料・資源の枯渇、生物多

様性の保護、大災害または感染症の克服などとい

った、解決には専門分野の枠を超えた貢献が必要

とされる、複雑かつ地球規模の課題が多数存在す

ることもあろう。また、科学の発展において極め

て重要なイノベーションが頻繁に起こるホット

スポットで、しばしば異分野融合研究が役割を果

たしてきたことも、それが重要視されてきた理由

の一つであろう(1)。	

	 こうした背景の中、東北大学学際科学フロンテ

ィア研究所（以下、学際研）は、平成 25 年 4 月、

「異分野融合による学際的研究」を開拓・推進す

る組織として、当時の「学際科学国際高等研究セ

ンター」と国際高等研究教育機構の「先端融合シ

ナジー研究所」の統合によって発足した(2)(3)。

本稿では、発足後に学際研で行われてきた異分野

連携支援活動の概略を報告する。またアンケート

調査による分析結果を踏まえて、特に人文・社会

科学系と自然科学系の研究者の置かれる現状の

比較、両者の連携支援上の課題と考察、今後の展

望について報告する。	

	

２、学際科学フロンティア研究所の概要	

2-1.	活動方針と組織体制	

	 学際研は、①先端的学際研究の推進、②学内学

際研究の発掘、③若手研究者の支援、の３つの柱

（ミッション）を活動の中心にすえて運営されて

いる。学際研組織は、先端学際基幹研究部、新領

域創成研究部、企画部の３つより構成されている

(3)。先端学際基幹研究部では、専任教員がそれ

ぞれの先進的な高次学際研究を推進している。新

領域創成研究部については、国際公募によって選

抜された若手教員が、萌芽的な分野横断型研究を

進めている。また学際研では、ほぼ全ての学問分

野を対象にした研究領域として、６つの研究領域

を設定している。６つの領域の内容ならびに学際

所を構成する教員の領域別の割合を図１に示す。	

	 	 	 	
学際研を構成する教員の各専門領域は、６つの領

域の全てにまたがる。特に、人文・社会科学系で

ある人間・社会領域の占める割合は 14.0%のみで

あり、その他の５領域の自然科学系が 86.0%と全

体の内の多くを占めている（図 1）。	

2-2.	学際研と学内他部局との連携	

	 学際研では学内の各部局の研究者間の交流に

も積極的に取り組み、自由な発想の下に学際的な

研究を展開する場としての機能を持たせている。	

平成 28 年 9 月時点で、学際研には合計 58 名の教

員が配置されており、その内の教授・准教授 10
名は研究所内に居室や研究室を備えて活動して

いるが、助教 48 名は、学内全体の各部局におい

て研究活動を行っている。このためまず、学際研

と特定の他部局との繋がりの面で、多分野にわた

では関係するする企業・団体等の思惑が不統一で、

所謂縦割り行政の弊害もあって進展が無かったた

め、大学が関与することでこうした障害を打破し、

一体化された取り組みの実現を図っている。取り組

みは始まったばかりで、現時点では個別に検討され

ていた案や計画を統合し、全体計画をまとめる作業

に取りかかっている段階である。

６．大学の課題：学問体系への挑戦

　最後に、大学の役割について考えてみたい。これ

まで述べてきた文理融合型の知識・知見を統合した

研究や事業に取り組むにあたっては、これまでの学

問的見地からのアプローチを再考する必要があると

思われる。筆者の行った地域の課題解決事業の評価・

分析 (8) の結果からは、文理融合型の知識・知見を要

する課題に対し、これらを既存の学問体系の枠に当

てはめて取り組んだ場合の成果評価は低くなる傾向

が見られた。特に事業成果を実際に活用する段階で

評価が下がる傾向が顕著であり、文系理系を問わず

多様な分野・範疇からの検討が不十分な事業成果は、

学問的な評価は高くとも、実際には役立たないケー

スが多く見られている (9)。

　課題解決型事業では、課題が出発点である以上

ニーズ・プル型のアプローチにならざるを得ず、学

問分野・体系に依拠するシーズ・プッシュ型アプロー

チは不適切である。最初にニーズ＝課題があり、そ

こに至るアプローチを文理融合的に考える発想に転

換する必要があり、学問分野的に浅く広く知識や知

見を有する文理融合的な発想が得意なタイプのコー

ディネータが活躍するのではないかと考えられる。

７．まとめ　－　今後の展望　－

　これまでにも、こうしたニーズ・プル型の事例は

多数存在し、多くの産学官連携コーディネータ等が

実際にそうしたアプローチによる対処を行っている

が、これらの事例を文理融合型の知識・知見の統合

と捉え分析・評価を行う研究は端緒についたばかり

である。今後も本研究をさらに進め、このバックキャ

スティング的な発想と、ニーズ・プル型もしくは課

題解決型といった手法について詳細を解明し、実際

の事業計画や運営等に反映させたいと考えている。
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る助教の受け入れ部局の存在は大きい。	

	 また、学際研は同じ建物内にある学際高等研究

教育院(4)とも深く連携しながら活動している。

学際高等研究教育院は、融合領域の新分野で研究

を志す大学院生を、学内から審査により選抜し、

各種支援を行う組織である(4)。後述する異分野

セミナーの多くは学際高等研究教育院と共同で

開催されており、平素より両組織の構成員を中心

に、人文・社会科学系および自然科学系の若手研

究者を全てごちゃまぜにして、ほぼ全分野の研究

者の研究者同士が学術交流を進めている。	

	 また学際研は、学内の９研究所群（金属材料研

究所、加齢医学研究所、流体科学研究所、電気通

信研究所、多元物質研究所、災害科学国際研究所、

東北アジア研究センター、学際科学フロンティア

研究所、原子分子材料科学高等研究機構）の連携

活動の一環として、若手研究者による部局間交流

活動にも参画している。この活動では平成 27 年 4

月、９研究所群の若手教員がワーキンググループ

委員となって「研究所若手アンサンブルプロジェ

クト」を発足した(5)。以来、現在まで大規模な

ワークショップや研究所ツアー、泊りがけ研究会

の開催、ならびに９研究所群の間の共同研究グラ

ント支援など活発な交流活動を行っている(5)。	

	 上述のような学内他部局との連携活動を含め、

学際研では各部局に所属する人文・社会科学系と

自然科学系の研究者が折に触れて一緒に活動す

る機会が頻繁に設定されており、異分野研究者が

互いに交流を深める環境が整備されてきた。	

2-3.	学際研の支援する学内プログラム	 	

	 さらに学際研では、複数の公募プログラムを設

定し、新規でオリジナリティのある学際研究の発

掘・支援を行っている。具体的には、学内の複数

部局の研究者が協力して提案する研究プロジェ

クトに対する諸々の支援制度や、学際的研究に取

り組む若手研究者の海外共同研究、発表支援プロ

グラムなどが挙げられる。	

	

３、学際研における異分野セミナー活動	

3-1.	異分野セミナー活動の概要	

	 学際研の活動の柱の一つに若手研究者支援が

ある。学際研では若手研究者に、それぞれのテー

マを単眼的に見るのでなく、様々な分野の研究者

と日常的に交流する中で、新たな展開や可能性が

生まれ、複眼的な視点で研究を見つめ直すことを

推奨している。そのため研究者同士の交流促進の

一つとして、「異分野の研究者を対象とするセミ

ナー」を頻繁に開催している。	 	

3-2.	異分野セミナーの実施状況	

	 平成 25 年４月以降に開催された「異分野の研

究者を対象とするセミナー」の年度別状況を、図

2.に示す。年度別開催数は徐々に増加しているが、

年間に概ね 20〜30 回程度であり、発足後 3 年半

の期間に、既に 90 回以上の異分野セミナーが開

催されている。	

	 異分野セミナーの開催にあたっては、各回によ

って多少異なりはあるものの、学際研ならびに学

際高等研究教育院の関係者に対する Eメールによ

る配信、研究所内及び学内へのポスター掲示、学

際研はじめ東北大学あるいは関係部局のホーム

ページへの掲載、その他の個別の呼びかけなどの

広報活動によって、関係者ならびに一般参加者へ

向けて開催を周知している。	

	 	 	 	
	 こうした異分野セミナーの企画立案には、学際

研の教員、公募研究採択者、ならびに企画部（リ

サーチアドミニストレータ：URA を含む）があた

っている。	

3-3.	異分野セミナー活動の内容と種類	

	 異分野研究者を対象とするセミナーの主なも

のとしては、A,インフォーマルセミナー、B,全領

域合同研究交流会、C,研究課題解決型の各種セミ

ナー	D,その他の周辺課題解決型セミナーなどに

分類される。A,インフォーマルセミナーは、公募

研究採択者や専任教員などの関係者が持ち回り

で行う、関係者同士の比較的小規模な定期的集ま

りである。B,全領域合同研究交流会は若手教員が

企画し、異分野の教員と大学院生が共同で行う、

開かれた学術交流が主な内容である(6)。こちら

も定期的に開催されており、試行錯誤を続けなが

らも現在までに合計 24 回の開催、述べ人数は口

頭講演 63 名、ポスター発表 229 名が、全く異分

野である研究者に向けた報告を行ってきた。C,研

究課題型の各種セミナーは、教員や公募研究採択

者などが企画する何らかの研究キーワードを持

つセミナーで、ボトムアップ的なニーズに対応し

て開催されるものである。D,その他の周辺課題解

決型セミナーとしては、英語論文の書き方、プレ

ゼンテーションの方法、競争的資金の獲得セミナ

ーなど、一般的に学際研究を進める上で有用な内

容を取り上げるものが含まれる。	
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４、アンケート調査方法	

	 ３で紹介した異分野セミナーを含む学際研の

全体的な異分野交流活動状況の分析ならびに改

善を目的に、平成 28 年 9 月 7 日から 9 月 16 日ま

での期間、「異分野交流活動の WEB アンケート」

としてアンケート調査を実施した。調査対象者は、

学際研に所属する研究者（教員 58 名、及びその

他の研究者 22 名）、学際研による公募研究採択者

代表（教員 32 名）、学際高等研究教育院生（大学

院生 130 名）、以上を合わせて約 242 名とした。

ただし図 10 の項目のみ、回答が取り込めない期

間があった。回答者が対象者への E メール配信に

より調査を依頼し、ウェブサイト上より回答を得

た。	

	

５、アンケート調査結果	

5-1.	回答者の内訳	

	 アンケート調査の結果、全対象者中の 139名（回

収率 57.4%）より有効回答を得た。以下、回答者

の内で自身の専門を人文・社会科学系の分野に関

わる（人文学または社会科学のみ、あるいは、人

文学または社会科学と自然科学系の両方を含む）

と回答した 13 名（9.4%）を「文系ほか」とし、

自然科学系の分野のみと回答した 126 名（90.6%）

を「理系」として示す。回答者職位の内訳は、大

学院生が半数以上（61.1%）を占め、教員は 35.3%

で、その７割（24.5%）は若手の助教である（図 3）。	

	
5-2.	異分野セミナーに関する調査結果	

	 調査の中でこれまでのセミナーの評価に関わ

る項目については、「異分野セミナー」として、

過去２年間に学際研で主催（または共催）された

「異分野の研究者を対象とするセミナー」に限定

し、以下の回答を得た。	

	 はじめに、異分野セミナーへの出席回数である

が、全く「出席なし」とした回答者は「文系ほか」

では 23.1%であった。これに対し「理系」の「出

席なし」は 16.7%であり、人文・社会科学系の研

究者で若干高い値を示した（図 4）。しかし人文・

社会科学系では「５回以上」も 30.8%存在し、異

分野セミナーに１回以上出席した研究者の場合、

その後に何度も出席している傾向が見られた。	

	 	
	 次に、異分野セミナーのわかりやすさについて

調査した結果（図 5）、理系研究者の大半が理解し	

	
やすいと感じているのに対し（「大変わかりやす

かった」および「わかりやすかった」の合計が
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71.7%）であった。参加者ならびに関係者の割合

が少ない人文・社会科学系研究者（同合計が

10.0%）は、自然科学系に比較して、内容理解の	 	

面で困難があることが明らかとなった。異分野セ

ミナーの満足度についても、自然科学系の満足度

が高いのに対し（「非常に満足できた」および「満

足できた」の合計は全体で 78.0%、理系で 80.2%）、

人文・社会科学系は、満足度が低い（同じ合計は

50.0%）とする結果が得られた。	

	 しかし、今後の研究に役立ちそうであると考え

る研究者については、人文・社会科学系及び自然

科学系の両者ともにおよそ４割の研究者が「大い

に役立ちそうである」あるいは「役立ちそうであ

る」と回答し、人文・社会科学系に必ずしも低い

傾向は見られなかった（図 6）。	

	
	 また、70.0%の人文・社会科学系研究者が「と

ても興味深かった」あるいは「興味深かった」と

も回答しており(自然科学系では、92.3%)、異分

野セミナーに参加した人文・社会科学系研究者は

「内容をわかりにくいと感じ満足していないも

のの、話題には興味を持ち研究に役立つ可能性を

感じている」という傾向が明らかとなった。	 	

	 今後の異分野セミナーに望む内容については、

「特定の研究課題に関する異分野セミナー」、に

加え「特にテーマを定めない学術交流セミナー」

も両方ともが期待されていた（図 7）。	

	

5-3.	異分野研究者との関わりの調査結果	

	 次に「異分野研究者との共同研究の経験」およ

び「異分野の研究者に関わる頻度」について全体

の調査結果を図８に示す。「現在、あるいは過去

に異分野研究者との共同研究の経験がある」と回

答した研究者については「全体」「理系」、「文系

ほか」ともに約６割（全体 58.0%、理系 57.9%、

文系ほか 58.3%）であり、異分野の研究者との関

わり方について人文・社会科学と自然科学系は同

程度であった。	

	 	

	
日常の研究活動の中で異分野の研究者に関わる

頻度については、月に３回以上と答えた研究者は

「全体」「理系」「文系ほか」ともに約３分の１で

あり（全体 33.1%、理系 33.0%、文系ほか 33.3%）、	

異分野の研究者との関わり方も人文・社会科学と

自然科学系は同程度であった。回答者が特に関わ

りのある異分野研究者の専門分野については、人

文・社会科学系の研究者がほか自然科学系分野と

答えた回答は多いものの、両者の枠を超えて関わ

りを持つケースが見られた（図 9）。	 	

	 今後の異分野研究者との関わりの必要性につ

いては、回答者の大半(86.0%)が異分野研究者の

協力を必要であると感じており、必要と感じる分

野も多岐に渡っていた（図 10）。特にこの中で、
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人文・社会科学系の回答者は、全員(回答数 5)が

協力を必要とする分野として自然科学系分野を

挙げていた。	

	

６、人文・社会科学系と自然科学系研究者の現状

と連携支援に関する考察ならびに今後の展望	

	 人文・社会科学系の研究者にとっては、セミナ

ーに対する感想として、わかりやすさ、満足度と

もに、自然科学系と比較し、評価が低いことが今

回の調査から明らかとなった。予想される原因と

しては、異分野セミナーの参加者及び発表者双方

において人文・社会科学系の研究者の割合が低く

（学際研構成員に占める割合は 14.0%）、自然科学

系が多数派であることの影響が考えられる。	

	 一方で、異分野セミナーに出席経験のある人

文・社会科学系研究者の半数以上が異分野セミナ

ーの内容を興味深いと回答しており、今後の研究

に役立つ可能性を見出している。また、回答した

人文・社会科学系の全員が自然科学系研究者との

協力を望んでいる。	 	

	 こうしたことから、両者の研究面での連携を推

進するためには、まず相互の研究の理解を深める

ことが肝要であると考えられる。対策としては、

自然科学系の発表者が人文社会科学系のみの聴

講者へ話す機会などを設け、聴衆を意識して講演

を準備してもらうなど、何らかの方法で意図的に

人文・社会科学系研究者の理解度と満足度を上げ

るような対策を取るなど、相互理解を促すトレー

ニングが必要となると考えられる。このほかアン

ケート調査の自由記述欄では、外国語による異分

野融合型セミナーの開催を望む声も一部上がっ

ていた。人文・社会科学系と自然科学系の間の相

互理解支援に加え、英語による異分野セミナーの

相互理解にはどのような支援が可能であるのか、

全体に対する今後の課題である。	

	 異分野セミナーの成果指標の一つとして参加

者の満足度を取り上げるならば、今回全体として

は８割近い参加者が満足を示した結果であり、一

定の成果はあったのではないかと考えられる。し

かし、依然としてセミナーへの出席経験が１回以

下の対象者の割合は約４割あり、さらなる改善も

望まれる。異分野セミナーを改善し継続していく

には、様々な立場にいる多分野の研究者の協力が

なければ上手くいかないものの、引き続き、活動

の全体を見渡して支援する人材（研究者の立場に

近い URA など）が必要であろうと思われる。	

	 今回の調査により、異分野研究者との共同研究

の経験を持つ割合は半数以上であり、人文社会科

学系と自然科学系ともに同程度に経験している

ことが判明した。人文・社会科学系は、実際の関

わり以上に（図９）、自然科学系研究者の協力の

必要性を感じている側面も明らかとなり（図 10）、

人文・社会科学系がスムーズに自然科学系と連携

できるよう、さらなる支援が必要であろう。	

	 異分野研究者と関わりを持つ頻度について人

文社会科学系と自然科学系は同程度であり、半数

以上の回答者は異分野研究者と頻繁に関わって

いる一方、約 3 分の１もの回答者が月に１回以下

あるいは全くないと回答している。異分野研究者

の協力を必要と感じる回答者は８割以上である

ことを考慮すると、必要性を感じる研究者が、必

ずしも気軽に異分野研究者と会話できる環境に

至っていない可能性があり、今後の課題である。

アンケート調査の自由記述では、異分野研究者間

で意見交換できる学内 SNS や website の活用を期

待する声もあり、今後も一層、多面的な支援の仕

組みを構築していく必要がある。	
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